第５章　労働組合が果たす課題

　　1.　電子自治体の推進に対する組合の関与

　これまでみたように電子自治体化の現状は、自治体経営効率化推進の発想のもと、市民のニーズやサービス提供に携わる労働者の意向を置き去りにしたまま、コストダウンやアウトソーシングを目的に、トップダウンで情報システムの導入をはかろうとする実態がみられる。限られた財源の中で地域ニーズに見合った効果的な投資が求められるにもかかわらず、法令改正による実務変更への対応やレガシーシステム対策などによる膨大なシステム投資が行われ、住民が気づかぬうちに負債を積み増す可能性もはらんでいる。このため、市民そして自治体職員にとって、システム導入、開発と運用のルールが開かれたものとなっている必要がある。

　電子自治体化の是非はともかく、ＩＴの活用がさらに進むことは不可避といえる現状において、情報システムの整備や構築に対し、組合が行政当局と市民をつなぐ役割を果たすことが重要である。システムベンダーおよび情報政策の主管課にシステム開発・運用を一任するのではなく、組合が関与し、市民や職員の意見・要望を当局に届け、システムのあり方と業務、働き方の点検や見直しを行う取り組みが必要になる。情報システムが市民にもたらす影響、自ら提供するサービスの質を検証し、組合が積極的に関与する必要性は高まっている。

　　2.　業務改革への関与とシステム評価体制の確立

(１)　業務改革への取り組みとシステム評価

　　　業務のあり方とシステムのかたちは、密接不可分の関係にある。システムを新しくしても、旧来の業務システムが並存する場合は、非効率な結果となり、利用する市民の負担増や職場の混乱につながるケースも見られる。

　　　また、過度にシステムに依存しすぎた場合、保有していた技術の伝承が課題にもなっている。本来、職員が手作業で行ってきた業務をシステム化したことにより、システムに格納した業務手順や内容こそが正確なものと捉えるようになり、システムに支障が生じた際に、職員自身が考え、作業することが難しくなっている状況も聞かれる。また、システム導入によりマニュアル化されると、長年の経験で培われた職員の技術も喪失しかねない。どの業務をＩＴに委ね、人間が介在する範囲をどのように捉えるか、システムの利活用ありきの発想でなく、仕事のあり方や業務改革の観点から職場議論の積み重ねをベースに考えるべきである。

　　　「効率的な行政運営」の実現のためには業務改革が必須であり、人事配置においても新たに必要な業務に柔軟にシフトさせ、より効率的な人員の再配置の実施も検討する必要がある。また、かつてメインフレームで構築されたバックオフィスの基幹系システムは、保守・運用コストが割高のため、新規のシステム開発に予算を振り向けることに支障が出ているケースもみられている。既存システムと新規システムのバランスのとり方や、どの業務をどこまでＩＴ化し、どの業務を人が行うべきかを明確にする意味においても、業務改革の必要性は高い。

　　　自治体が担う業務のあり方は、ときどきの地域政策のあり方によって大きく変化することから、システム化計画もそれに応じた内容とする必要がある。自治体がめざす方向と職場の現状からみた課題を洗い出し、市民に良質なサービスを提供し、職員が良い仕事を進めることのできる最適なシステムとは何か、労使で知恵を出し合いながら、システムのあり方を考えていくことが重要である。

　　　システムのあり方を検討する視点としては、組合としてこれまで取り組んできた、個人情報保護、セキュリティの確保といった問題や、システム化による人員体制の検証、リテラシーの格差を解消する教育研修の充実、安全衛生をはじめとする関係法令、情報等に関する国際基準の観点などが考えられる。さらに、経営効率化という観点だけではなく、適正な労働時間管理や操作性向上による業務軽減など、作業者の立場にたった、働きやすくするための対応策を新たに提言することも検討課題となる。

　　　また、市民とのコミュニケーションを通じて、行政に対するニーズを把握し、そのツールとして情報技術の利用方法を考える時代になっている。このため、あらゆる部署で市民との対話が求められており、情報担当主管課のみならず、各現場に求められる仕事のスキルや手順を熟知している各部署でＩＴリーダーを育成することが重要になる。労働組合は、ＩＴリーダー育成のための研修等を含めた人事政策の充実を当局に働きかけていく必要がある。ＩＴリーダープログラムの実例は神奈川県大和市などの先進的事例が挙げられるが（第２章参照）、情報担当だけでなく各部門でも横断的に情報政策を進めていくなど、労使が協力し、市民の声をくみあげる行政のしくみの構築へ向けた取り組みが必要である。

(２)　職場・地域のデジタルデバイド対策

　　　ＰＣやインターネット、電子メールの普及に伴い、ＩＴに関わる操作がなければ業務の遂行に支障をきたす場面も多くなってきている。ＩＴを使いこなす環境がますます進む一方で、地域間や世代間における情報の取得、活用などの情報格差、いわゆるデジタルデバイド問題が生じている。

　　　この状況に対して、ハード面では情報通信基盤整備が重要である。一方、ソフト面では人に対するＩＴスキルの向上などの対策が必要である。このうち、情報通信基盤においてはユニバーサルサービス制度が導入され、全国どこにいても情報通信が可能な環境が整えられつつある。

　　　しかし、ＩＴスキルについては、職場や自治体により講習会などを実施する取り組みがなされてはいるが、より一層実効性の伴うものとなっていなければならない。職場へのＩＴ導入が進むなかで、仕事の進め方の変化によるストレスの負荷の増加により、心的な疾患が増加傾向にある現実にも考慮する必要がある。新しい技術に適応するには時間がかかることを考慮に入れ、誰にでも使いこなせるツールやシステムの開発、全ての職員を対象とした研修の実施などを求めていかなければならない。

　　　また、ＩＴ化の進展は、市民のＩＴスキルの向上が必要となる。公共分野において、「市民との協働」が注目され、自治体がコーディネータ役となり、民間企業やＮＰＯ、一般市民などと連携した地域運営が求められている。まちづくりにおいて、市民参加を求めていくのであれば、市民への情報公開は不可欠であり、市民のＩＴスキルの向上も必須である。

　　　労働組合が当局に対し、職場のみならず地域の情報化にむけて積極的に関与し、提言することは、市民参画のもとでの仕事のあり方や行政運営のあり方を考える自治体改革の実践の場として、意義ある取り組みといえる。

	

	【豊中市の事例】

①　職員のＩＴスキル向上のため、３年間で2,500人の職員に対し操作研修を実施。また、職場毎の研修や自主研修については、夜間にＯＡ研修室を開放するなどの支援を行う。

②　市民に対しては、2001年に8,000～9,000人に対してＩＴスキルの向上にむけた講習を実施。さらに、市が主催する「地域ＩＴリーダー育成講習」において、全24時間のＩＴ技術に関する講習を受けたボランティアが地域の「ＩＴリーダー」を担い、市民に対して、ＩＴに関わる相談や講師として活躍して、地域のデジタルデバイド解消を担っている。

　　具体的には、駅舎内に2003年５月に開設した地域情報化推進施設「エキスタ豊中」や「エキスタ千里」において、情報リテラシーの向上をめざし相談や講習を行っている。初心者への汎用ソフト講習、インターネット、メール等の相談をほぼマンツーマンで行ったり、地域ＩＴリーダーの育成にも取り組むなど、市民自らが地域の情報化を担い、地域の情報発信源として発展させていくことを目標にしている。

	


	

	【三鷹市の事例】

　東京・三鷹市においては、シニアＳＯＨＯ普及サロンを設け、シニア（60歳を超えてリタイアした方）がパソコン教室などを開き、市民が中心となってＩＣＴを推進している。ケーブルテレビ（むさしのみたか市民テレビ局）の運営も市民スタッフが中心的役割を担う。

　さらに、子育て情報などの公共の支援制度についての説明など一般の情報提供だけでなく、市が提供した掲示板機能を利用して、市民が自主的に情報交換を行っている。

	


(３)　事前評価制度の取り組み

　　　ＩＴの導入には莫大な費用がかかり、そして単にＩＴ導入だけでは劇的なコスト削減にはつながらない。このため、実行すべきは労働安全衛生委員会のシステム事前評価の取り組みである。導入にあたり、事前に検討することで不要な支出を避けることができる。また、この事前評価を通じて、業務の見直しや、提供するサービスの改善、業務の効率化など、あらゆる効果を発揮する可能性がある。さらに、新たな設備やシステム導入後に、実際に使用してから不具合や安全衛生上への問題が発見されることもある。事前評価制度はこうしたＩＴ導入後の混乱を未然に防止する役割を果たし、職員にとっても環境の変化に順応しやすくスムーズな業務遂行を実現できる。市民に対しても、システム導入に関する行政の決定過程に透明性をもたせることから、事前評価制度の取り組みを進める意義は大きい。

　　　労使、特に現場で作業する職員参加により合意を得ることで、財政状況が厳しいなかで効果的な投資をはかりつつ、システム導入前に課題整理ができることなどから、事前評価は効果的と見込める。このように、労使の意思疎通を図るツールとして、事前評価制度を位置づけ、労働組合は積極的に当局に対し導入を働きかける必要性は高い。

	

	【豊中市の事例】

　豊中市と豊中市職労は、業務のあり方やシステムの導入について、積極的な労使協議を進めている。具体的には、職員アンケートにより現状を把握し、各事業場安全衛生委員会に現場での作業分析と意見を集約している。その後、ＯＡ労使協議でシステム導入の提案を受けた後、①計画・設計段階、②実施設計・発注段階、③運転・業務開始段階の３つの段階にわけ、「事前評価点検表」に基づき、事前評価を行っている。それぞれの段階ごとに事前評価の内容を事業場の安全衛生委員会に付議し、問題があれば機器の修正を求めるなど、慎重な導入を行っているのが特徴である。

　事前評価にかける事項は全てではなく、事前にヒアリングを実施し、業務に本当にＩＴ機器が不可欠なのか、他の手段はないのか可能性を判断するなど、ＩＴ導入に慎重な検討を要している。さらに、安全衛生措置を講ずる評価検討のため、事前検討会を設置し、作業環境の点検から作業時間の管理まで再度見直し、導入後のトラブルを少なくする役割を果たしている。具体的には、ＶＤＴ作業管理者を置き、ＶＤＴ研修や検診を実施するなどの対応を進めている。

	


	

	【八王子市の事例】

　八王子市と八王子市職労においても、システムの導入にあたり、労使参加の事前評価制度を導入している。同時に労使によって業務改革につながる政策協議が行われている。業務のあり方に直結するシステム導入は労使協議の対象課題として、個人情報保護や住民サービス向上など、多様な観点から検討を重ね、協議している。

	


　　3.　職場環境の変化に対応した働きやすい職場の確立

(１)　ＶＤＴガイドライン

　　　急速なＩＴ化によりＶＤＴが広く職場に導入されるようになり、その結果、職場環境、労働態様などは大きく変化してきた。労働者は生活時間の３分の１を職場で過ごし、職場は第二の生活の場とも言える。職場が疲労やストレスを生み出すものであると、労働者自身の健康を害するだけでなく、サービスの質の低下を招くことにもなる。労働者と当局サイドの双方にとって安全衛生の問題は非常に重要な課題といえる。

　　　特定の者だけがＶＤＴ作業を行う職場環境から、一人一台パソコンの時代に突入し、職場環境は大きく変化してきた。このため、絶えず業務の変化に対応し、その時々の機器や職場環境に適合した作業環境を実現していくことは、組合がイニシアティブをもって取り組むべき課題となっている。

　　　旧来のガイドラインの考え方は、ＶＤＴ作業を特殊技能者によるものと認識していたこともあり、危険業務のひとつと捉え、法律に合致しているかどうかという法規遵守の「規制型」であった。しかし、今日のＰＣの普及や多様なソフトウエアの普及の結果、画面を見ながらの作業が当たり前のものとなり、職場においてＩＴが欠かせないツールとなった現実にあまりにもそぐわない面が多々ある。特に、現在においては、ほとんどの業務で長時間パソコンと対面しているのが実態である。

　　　こうした状況に対して、今後は、業務実態に対応した作業標準を確立し、「作業支援型」の基準に早急に改定する必要がある。たとえば、一人一台ＰＣが配置されているといっても、機械的に入力作業を行う「入力型」の業務、人間の考えにより文章や表を判断したりする「対話型」の業務、断続的に画面を監視する「監視型」の業務など、多種・多様な業務があり、これに応じたガイドラインを設定する必要がある。

　　　労働組合としては、ＶＤＴガイドライン作成の前段階において、職場点検により業務実態にあわせた基準に加えて、高年齢や障害者、妊娠中の職員といった個人の特性に配慮したガイドラインをつくる必要がある。また、こうした取り組みのほか、安全衛生教育プログラムの実施なども効果的である。特に、ＶＤＴ作業は視力低下や頭痛といった健康影響の出やすい作業である。このため教育機会の実施は特に重要になる。ＶＤＴ及び関連施設が人間工学的に配慮されるなどのガイドラインが労働衛生対策の基礎となるが、職員自身が自らの健康を確保し、かつ快適な作業環境をつくりだすことができるように、教育によりガイドラインの周知徹底を図ることが重要である。快適な職場環境を実現するためにも積極的な安全衛生活動の取り組みにつなげる必要がある。

　　　具体的には、すべての職員が安全衛生の知識を得ることができる体制づくりのために、パンフレットや冊子などによる周知のほか、ＯＪＴによる訓練やワークショップなどのグループ学習を実施するなど、、年次研修に組み込んで強制的に研修の受講体制をつくり、職員全般に教育の機会を提供する仕組みをつくる必要がある。

	

	【ＶＤＴガイドラインの内容】

　「ＶＤＴガイドライン」には、①作業編成については特定の個人にＶＤＴ作業が集中しないように適正な業務編成をし、よいチームワークと支えあい・助け合いがなされるようにすること、②作業時間は、上限時間の厳守を基本とするが、長時間の勤務に及ぶ場合休止時間を織り込むこと、③作業スペース、ＶＤＴ機器の選定、作業台、いすの設定等の人間工学的な対策、照明、ディスプレイの画面の明るさ、グレア（まぶしさ）防止への配慮など人にやさしい作業環境を整備すること、④ＶＤＴ健康診断の実施、⑤安全衛生・作業条件の改善をはかる研修や一人ひとりの技能開発、⑥職員全員が参加のできる安全衛生活動体制、予防型アプローチ・事前評価制度の導入など項目が挙げられる。

　ＶＤＴ作業について既に、1985年12月20日付けで旧労働省の通達「ＶＤＴ作業のための労働衛生上の指針について」が発表されている。その後、2002年に「新ＶＤＴ作業ガイドライン」が厚生労働省から改定されている。

　こうした原則の上に、パソコンと長時間向き合う作業が増大していることやＶＤＴ作業が一般化している現実を考慮し、現状に適応した内容に変更していくことが求められている。

	


	

	【豊中市の事例】

　豊中市では、職域や業種による様々な実態に対応させるため、ＶＤＴガイドラインを改正した。事業場安全委員会を通じ、全職場（一般事務だけでなく、清掃、図書館、公民館、保育所なども含む）にアンケート調査や現地調査を実施したうえで、作業を類型化し、きめ細かくガイドラインを設定している。具体的には、「単純入力型」、「拘束型」、「監視型」、「対話型」、「技術型」というように作業を区分し、それぞれに応じた作業管理を規定している。それぞれの業務に対応させた、より具体性のあるＶＤＴガイドラインにより、業務に携わる上での注意事項が明確化し、快適な職場環境づくりに効果的な役割を果たしている。

　また、職員のなかで、高年齢や障害などを有するＶＤＴ作業者への配慮や妊娠中の職員、職員がＶＤＴ作業を希望しない場合は過度の負担とならないよう、その意思を尊重し、強要しないよう配慮する対応を実施している。

	


(２)　ＶＤＴ作業にともなうストレス対策

　　　労使が参加する安全衛生委員会の取り組みでは、既に述べたＶＤＴガイドラインの整備など一定の成果は挙げてきている。今後も安全衛生委員会を活用し、職員参加のもと職場点検を実施するなど、すべての事業所で快適な職場づくりの実現に向けた取り組みを行っていく必要がある。

　　　一方で、職場環境の変化は、ガイドラインなどの取り組みで対応できない、職場における新たなストレス要因も生んでいる。安全衛生委員会の基本的活動に加えて、特に、ＩＴ化によるストレス対策およびコミュニケーションのあり方やチームワークの醸成について問い直していくべきではないだろうか。

　　　Ｅメールなどの伝達手段が発達したことにより、職場内のコミュニケーションは低下し、職場における人間関係は希薄になってきている。また、匿名性を特徴としたＩＴ社会では、自治体に対し公共サービスへの誹謗中傷が殺到している。匿名であることから、心無い過激な表現で批判を向けられ、職員たちがその対応に追われた結果、心の健康を崩す者も少なくない。市民とのコミュニケーションが特に要求されている時代にもかかわらず、うまく対応できないジレンマから過大なストレスを感じている実態も多い。こうした新たな課題に対して、職場や安全衛生委員会でどう対応していくのかが急務の課題だ。

　　　そのために、職員同士のコミュニケーションを大切にし、職場全体でストレス問題に取り組んでいく必要があるのではないだろうか。一人一台ＰＣが導入されたことにより、個人で仕事を進めていくことが多くなり、仲間とのチームワークを築く機会は減少している。職場全体で、良いコミュニケーションとチームワークを築き、個人が孤立しない、ゆとりある職場をつくりだすことが求められている。同時に、職場全体で仕事の配分が特定の個人に偏らないよう、作業量の見直し、ワークスタイルまで見直す必要もある。

　　　また、ＶＤＴ導入の際、業務に必要な基本的事項は講習などを通じてフォローしていく必要はある。しかし、それ以上の専門的な分野に対しては、職員個人のＩＴへの対応レベルを考慮した上で人事配置し、職場の協力体制を構築することが重要である。もちろんある程度は個人の努力も必要だが、プログラミングやコンピューターの構造まで熟知できていなくても、それをサポートする体制を確立することで、ＩＴ分野に不慣れな者でも業務をこなすことはできる。また、ＩＴを不得手とする者には配慮を持った対応をし、得意とする者にはスペシャリストとして活躍できる場を提供する。まさに、配慮ある配置をし、一人ひとりの人格を損なうことのないような人事政策を重視する必要がある。

	

	【豊中市の事例】

　情報政策部門は人材育成に時間がかかることから、特徴ある人事制度を実施している。これまでも福祉や税の分野で導入されていた専門職歴制度を2006年度から情報の分野にも適用した。職員が得意とし、専門的に業務に取り組みたいという希望に対しては、10年間情報関連職域から異動しないといった人事政策を可能にしている。ＩＴの基本的作業の講習などを実施する一方で、積極的に専門分野を極めたい職員に対して配慮する、多くの人の希望を適える点で注目できる。

	


　　4.　市民との連携　～市民が便利さを感じられる電子自治体へ～
　国による一方的な電子自治体政策により、莫大なシステム投資が優先されたが、市民は便利さを実感できていない。それどころか、個人情報流出などの報道により、自治体に対する不信感はつのるばかりだ。市民の立場にたって利用しやすい情報政策を推進していくために、労働組合としても自らの立場、そして仕事を見直していく必要がある。

　各地域の実情をふまえながら、地域主体の「情報技術を有効活用する自治体」を構築していく必要がある。具体的には、まず、市民の目から見た電子自治体のしくみに透明性をもたせることが必要だ。自治体事務のシステムにおいて、その事務フローは誰が見てもわかりやすいものになっているか、システムの維持・運営に市民にとっての非効率や無駄が生じていないかなどを明確にしなければならない。

　また、住基カードの是非についてこの間問われてきているが、カードの普及自体が目的化されることなく、自治事務である住民基本台帳に関する業務の自治体の主体性、すなわち市民の理解と合意を前提に、その運用や活用方法が決定されなければならない。情報漏えい事件や政府セクター間の情報流用など、プライバシーと市民生活を脅かす問題も惹起しているなかで、市民一人ひとりの個人情報を自治体がどうやって守り、自治体への信頼性を高めていくかが注目されている。

　市民にとって本当に使いやすく、便利さを感じることができる電子自治体の実現に向けての取り組みも求められている。たとえば、各自治体ではＨＰで情報公開を行っているが、市民にとっては必ずしも役立つものとはなっていない。各部署ごとに情報を管理しているため、情報が縦割りとなっており、市民の立場で必要な情報を検索しようとすると、ＨＰのなかで容易に求めている情報にたどり着けないという指摘も見られる。市民が行政に対して信頼をもてるように、行政運営に透明性をもたせるため、情報公開を行っていくと同時に、必要な人に必要な情報が手にすることができるよう情報ツールとしてのアクセスのしやすさを求めていくことも重要である。

　さらに、電子自治体の推進を急ぎ、ＩＴに依存しすぎた結果、たとえばシステムダウンが生じた場合、職員自身が手作業でもって事務の対応ができるかなどの危機管理チェックも必要になる。

　こうした観点から、労働組合と市民が連携し監視していくことで、行政の無駄を省くだけでなく、市民にとっても使いやすい電子自治体の実現に功を奏する結果となるにちがいない。労働組合が自治体と市民の橋渡し役として機能し、社会的責任を果たすことが求められていく。その結果、より快適な職場環境や質の高い行政サービスが実現できるであろう。
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